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子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）（抄） 

第１章 総則 
（目的） 
第一条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に鑑み、児童福祉法（昭和  

 二十二年法律第百六十四号）その他の子どもに関する法律による施策と相まって、子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子 

 どもを養育している者に必要な支援を行い、もって一人一人の子どもが健やかに成長することができる社会の実現に寄与することを 

 目的とする。 

 

（基本理念） 
第二条 子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、家庭、 

学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野における全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行われな 

ければならない。 

 

２ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健やかに成長するように支援するもので 

あって、良質かつ適切なものでなければならない。 

 

３ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われ
なければならない。 

 

（市町村等の責務） 
第三条 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法律の実施に関し、次に掲げる責務を有する。子どもの健やかな成長のために適
切な環境が等しく確保されるよう、子ども及びその保護者に必要な子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業を総合
的かつ計画的に行うこと。 

 

２ 都道府県は、市町村が行う子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業が適正かつ円滑に行われるよう、市町村に対
する必要な助言及び適切な援助を行うとともに、子ども・子育て支援のうち、特に専門性の高い施策及び各市町村の区域を超えた広
域的な対応が必要な施策を講じなければならない。 

 

３  国は、市町村が行う子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業その他この法律に基づく業務が適正かつ円滑に行わ
れるよう、市町村及び都道府県と相互に連携を図りながら、子ども・子育て支援の提供体制の確保に関する施策その他の必要な各般
の措置を講じなければならない。 

 

（参考） 
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（事業主の責務） 
第四条 事業主は、その雇用する労働者に係る多様な労働条件の整備その他の労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるよう 

にするために必要な雇用環境の整備を行うことにより当該労働者の子育ての支援に努めるとともに、国又は地方公共団体が講ず 

る子ども・子育て支援に協力しなければならない。 

 

（定義） 
第七条 この法律において「子ども・子育て支援」とは、全ての子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、国若 

しくは地方公共団体又は地域における子育ての支援を行う者が実施する子ども及び子どもの保護者に対する支援をいう。 
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幼稚園教育要領解説（平成２０年）（抜粋）  

序章 第２節 幼児期の特性と幼稚園教育の役割 

 １ 幼児期の特性  

  （２）幼児期の発達  

    ①発達の捉え方 

 人は生まれながらにして，自然に成長していく力と同時に，周囲の環境に対して自分から能動的に働き掛けようとする力をもっ
ている。自然な心身の成長に伴い，人がこのように能動性を発揮して環境とかかわり合う中で，生活に必要な能力や態度などを
獲得していく過程を発達と考えることができよう。 

 

 ２ 幼稚園の生活 

 幼稚園において，幼児は多数の同年代の幼児とかかわり，気持ちを伝え合い，ときには協力して活動に取り組むなどの多様な体験
をする。そのような体験をする過程で，幼児は他の幼児と支え合って生活する楽しさを味わいながら，主体性や社会的態度を身に付
けていくのである。 

 特に近年，家庭や地域において幼児が兄弟姉妹や近隣の幼児とかかわる機会が減少していることを踏まえると，幼稚園において，
同年齢や異年齢の幼児同士が相互にかかわり合い，生活することの意義は大きい。このような集団生活を通して，幼児は，物事のけ
止め方などいろいろな点で自分と他の幼児とが異なることに気付くとともに，他の幼児の存在が大切であることを知る。また，他の幼
児と共に活動することの楽しさを味わいながら，快い生活を営む上での約束事やきまりがあることを知り，さらにはそれらが必要なこと
を理解する。こうして，幼児は様々な人間関係の調整の仕方について体験的な学びを重ねていくのである。  

 

 ３ 幼稚園の役割 

   すなわち， 幼稚園では， 幼児の主体的な活動としての遊びを十分に確保することが何よりも必要である。それは， 遊びにおいて幼 

児の主体的な力が発揮され， 生きる力の基礎ともいうべき生きる喜びを味わうことが大切だからである。幼児は遊びの中で能動的に 

対象にかかわり， 自己を表出する。そこから， 外の世界に対する好奇心がはぐくまれ， 探索し， 物事について思考し， 知識を蓄える
ための基礎が形成される。また， ものや人とのかかわりにおける自己表出を通して自我を形成するとともに， 自分を取り巻く社会へ
の感覚を養う。このようなことが幼稚園教育の広い意味での役割ということができる。幼稚園教育は， その後の学校教育全体の生活
や学習の基盤を培う役割も担っている。この基盤を培うとは， 小学校以降の子どもの発達を見通した上で， 幼児期に育てるべきこと
を幼児期にふさわしい生活を通してしっかり育てることである。そのことが小学校以降の生活や学習においても重要な自ら学ぶ意欲
や自ら学ぶ力を養うことにつながる。 
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第１章   

 第１節 幼稚園教育の基本  

  幼児期における教育は，生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり，幼稚園教育は，学校教育法第22条に規定する目的 

 を達成するため，幼児期の特性を踏まえ，環境を通して行うものであることを基本とする。 

   ６ 教師の役割 

     幼稚園における人的環境が果たす役割は極めて大きい。幼稚園の中の人的環境とは，担任の教師だけでなく，周りの教師や友 

    達すべてを指し，それぞれが重要な環境となる。特に，幼稚園教育が環境を通して行う教育であるという点において，教師の担う 

    役割は大きい。一人一人の幼児に対する理解に基づき，環境を計画的に構成し，幼児の主体的な活動を直接援助すると同時に， 

    教師自らも幼児にとって重要な環境の一つであることをまず念頭におく必要がある。 

    ① （略） このような教師の役割を果たすために必要なことは，幼稚園教育の専門性を磨くことである。その専門性とは，幼稚 

園教育の内容を理解し，これらの役割を教師自らが責任をもって日々主体的に果たすことである。つまり，幼児一人一人の行
動と内面を理解し，心の動きに沿って保育を展開することによって心身の発達を促すよう援助することにある。そのためには専
門家としての自覚と資質の向上に教師が努めることが求められる。 

② （略） 幼稚園は，異なる年齢の幼児が共に生活する場である。年齢の異なる幼児間のかかわりは，年下の者への思いや 

りや責任感を培い，また，年上の者の行動への憧れを生み，自分もやってみようとする意欲も生まれてくる。このことからも， 

  年齢の異なる幼児が交流できるような環境の構成をしていくことも大切である。 

 

第２章 

 第２節 各領域に示す事項 

  ２  人とのかかわりに関する領域「人間関係」 [内容の取扱い]   

   （５） 集団の生活を通して，幼児が人とのかかわりを深め，規範意識の芽生えが培われることを考慮し，幼児が教師との信頼関係 

     に支えられて自己を発揮する中で，互いに思いを主張し，折り合いを付ける体験をし，きまりの必要性などに気付き，自分の気 

     持ちを調整する力が育つようにすること。 

     (略）人と人とが尊重し合い，協調して社会生活を営んでいくためには，守らなくてはならない社会のきまりがある。しかし，社会 

     のきまりを守ることは，初めからできるわけではなく，日々，繰り返される生活や人とのかかわりを通して徐々に規範意識が形成 

     され，きまりを守ることができるようになっていく。特に，幼児期では，教師や友達と共にする集団の生活を通して，体験を重ねな 

がら規範意識の芽生えを培うことが重要である。 



5 

第３章 

 第１ 第３節 特に留意する事項 

  ５ 小学校との連携    

   （５）幼稚園教育と小学校教育との円滑な接続のため，幼児と児童の交流の機会を設けたり，小学校の教師との意見交換や合同の 

     研究の機会を設けたりするなど，連携を図るようにすること。 

     （略）子どもの発達と学びは連続していることから，幼稚園教育と小学校教育の円滑な接続のため，連携を図るようにすること 

     が大切である。 

 

 第２ 教育課程に係る教育時間の終了等に行う教育活動などの留意事項 

  ２ 子育て支援 

   ２ 幼稚園の運営に当たっては，子育ての支援のために保護者や地域の人々に機能や施設を開放して，園内体制の整備や関係機 

    関との連携及び協力に配慮しつつ，幼児期の教育に関する相談に応じたり，情報を提供したり，幼児と保護者との登園を受け入 

    れたり，保護者同士の交流の機会を提供したりするなど，地域における幼児期の教育のセンターとしての役割を果たすよう努める 

    こと。 

 

保育所保育指針解説書 （平成２０年）（抜粋）  

第１章 総則  

  ２. 保育所の役割 

   （１） 保育所保育の目的 

 保育所は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条の規定に基づき、保育に欠ける子どもの保育を行い、その健全 な
心身の発達を図ることを目的とする児童福祉施設であり、入所する子どもの最善の利益を考慮し、その福祉を積極的に増進する
ことに最もふさわしい生活の場でなければならない。 

   （２） 保育所の特性 

 保育所は、その目的を達成するために、保育に関する専門性を有する職員が、家庭との緊密な連携の下に、子どもの状況や
発達過程を踏まえ、保育所における環境を通して、養護及び教育を一体的に行うことを特性としている。 

 

  ３. 保育の原理 

   （２） 保育の方法 

     ①状況の把握と主体性の尊重 

       保育士等は、その生活全体を把握するとともに、家庭での生活と保育所での生活の連続性に配慮して保育することが必要で 

      す。また、かけがえのない存在として、一人一人の子どもの主体性を尊重し、子どもの自己肯定感が育まれるよう対応していく 

ことが重要です。     



6 

第２章 子どもの発達  

  ２ 発達過程 

   （１）おおむね６か月未満 

      誕生後、母体内から外界への急激な環境の変化に適応し、著しい発達が見られる。首がすわり、手足の動きが活発になり、そ 

     の後、寝返り、腹ばいなど全身の動きが活発になる。視覚、聴覚などの感覚の発達はめざましく、泣く、笑うなどの表情の変化や 

     体の動き、喃語などで自分の欲求を表現し、これに応答的に関わる特定の大人との間に情緒的な絆が形成される。 

（略） 子どもが示す様々な行動や欲求に、大人が適切に応えることが大切であり、これにより子どもの中に、人に対する基本的
信頼感 が芽生えていきます。特に、身近にいる特定の保育士が、応答的、かつ積極的に働きかけることで、その保育士との間
に情緒的な絆が形成され、愛着関係へと発展していきます。 

 

   （２）おおむね６か月から１歳３か月未満 

      座る、はう、立つ、つたい歩きといった運動機能が発達すること、及び腕や手先を意図的に動かせるようになることにより、周囲 

     の人や物に興味を示し、探索活動が活発になる。特定の大人との応答的な関わりにより、情緒的な絆が深まり、あやしてもらうと 

     喜ぶなどやり取りが盛んになる一方で、人見知りをするようになる。また、身近な大人との関係の中で、自分の意思や欲求を身 

     振りなどで伝えようとし、大人から自分に向けられた気持ちや簡単な言葉が分かるようになる。食事は、離乳食から幼児食へ  

     徐々に移行する。 

   

   （３）おおむね１歳３か月から２歳未満 

      歩き始め、手を使い、言葉を話すようになることにより、身近な人や身の回りの物に自発的に働きかけていく。歩く、押す、つま 

     む、めくるなど様々な運動機能の発達や新しい行動の獲得により、環境に働きかける意欲を一層高める。その中で、物をやり取 

     りしたり、取り合ったりする姿が見られるとともに、玩具等を実物に見立てるなどの象徴機能が発達し、人や物との関わりが強ま 

     る。また、大人の言うことが分かるようになり、自分の意思を親しい大人に伝えたいという欲求が高まる。指差し、身振り、片言な 

     どを盛んに使うようになり、二語文を話し始める。 

 

   （４）おおむね２歳 

      歩く、走る、跳ぶなどの基本的な運動機能や、指先の機能が発達する。それに伴い、食事、衣類の着脱など身の回りのこと 

     を自分でしようとする。また、排泄の自立のための身体的機能も整ってくる。発声が明瞭になり、語彙も著しく増加し、自分の 

 意思や欲求を言葉で表出できるようになる。行動範囲が広がり探索活動が盛んになる中、自我の育ちの表れとして、強く自己
主張する姿が見られる。盛んに模倣し、物事の間の共通性を見いだすことができるようになるとともに、象徴機能の発達により、
大人と一緒に簡単なごっこ遊びを楽しむようになる。 

（略）大人がこうした自我の育ちを積極的に受け止めることにより、子どもは自分への自信を持つようになります。一方で、自分
の行動のすべてが受け入れられるわけではないことに徐々に気付いていきます。子どもは、自分のことを信じ、見守ってくれる
大人の存在によって、時間をかけて自分の感情を鎮め、気持ちを立て直していきます。 

 

     

 



7 

第３章 保育の内容  

   保育の内容は「ねらい」及び「内容」で構成される。「ねらい」は、第１章（総則）に示された保育の目標をより具体化したものであり、
子どもが保育所において、安定した生活を送り、充実した活動ができるように、保育士等が行わなければならない事項及び子どもが
身に付けることが望まれる心情、意欲、態度などの事項を示したものである。また、「内容」は、「ねらい」を達成するために、子どもの
生活やその状況に応じて保育士等が適切に行う事項と、保育士等が援助して子どもが環境に関わって経験する事項を示したもので
ある。保育士等が、「ねらい」及び「内容」を具体的に把握するための視点として、「養護に関わるねらい及び内容」と「教育に関わるね
らい 及び内容」との両面から示しているが、実際の保育においては、養護と教育が一体となって展開されることに留意することが必
要である。ここにいう「養護」とは、子どもの生命の保持及び情緒の安定を図るために保育士等が行う援助や関わりである。また、「教
育」とは、子どもが健やかに成長し、その活動がより豊かに展開されるための発達の援助であり、「健康」、「人間関係」、「環境」、「言
葉」及び「表現」の５領域から構成される。この５領域並びに「生命の保持」及び「情緒の安定」に関わる保育の内容は、子どもの生活
や遊びを通して相互に関連を持ちながら、総合的に展開されるものである。 

 

 １．保育のねらい及び内容 

  （２） 教育に関わるねらい及び内容 

   イ 人間関係   

    （ア） ねらい 

      ① 保育所生活を楽しみ、自分の力で行動することの充実感を味わう。 

      ② 身近な人と親しみ、関わりを深め、愛情や信頼感を持つ。 

      ③ 社会生活における望ましい習慣や態度を身に付ける。 

       （略） 人生の初期に人への基本的信頼感が養われることは重要であり、その信頼感に支えられて「保育所生活を楽しみ、 

        自分の力で行動することの充実感を味わう」心情を持つことにより、様々な意欲や態度が培われていきます。それは、「身近 

な人と親しみ、関わりを深め、愛情や信頼感を持つ」ことであり、さらに人との関わりを通して、「社会生活における望ましい 

習慣や態度を身に付ける」ことでもあります。   

 

    （イ） 内容   

      ① 安心できる保育士等との関係の下で、身近な大人や友達に関心を持ち、模倣して遊んだり、親しみを持って自ら関わろうと 

       する。      

       （略） 子どもは、特定の保育士等への安心感を基盤として、徐々に人間関係を広げていきます。 

            人間関係の広がりと深まりの基盤となるのは、常に子どもが保育士等や友達に受け入れられているという安心感と人 

 への信頼感です。 

   ウ 環境 

    （イ） 内容 

      ① 安心できる人的及び物的環境の下で、聞く、見る、触れる、嗅ぐ、味わうなどの感覚の働きを豊かにする。 
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 ２ 保育の実施上の配慮事項 

  （１）乳児保育にかかわる配慮事項 

   ア  乳児は疾病への抵抗力が弱く、心身の機能の未熟さに伴う疾病の発生が多いことから、一人一人の発育及び発達状態や  

健康状態についての適切な判断に基づく保健的な対応を行うこと。 

 

   イ 一人一人の子どもの生育歴の違いに留意しつつ、欲求を適切にみたし、特定の保育士が応答的に関わるよう努めること 

子どもは、安心できる人との相互的な関わりの中で、心身の健康が培われ、情緒が安定し、言葉の発達が促されていきます。 

信頼感など子どもが人として生きていく土台が乳児保育においてつくられることの重要性を十分に認識しながら保育していくこと
が求められます。 

 

  （３）３歳未満児の保育に関わる配慮事項 

   ウ  探索活動が十分できるように、事故防止に努めながら活動しやすい環境を整え、全身を使う遊びなど様々な遊びを取り入れる
こと。 

 

   エ  子どもの自我の育ちを見守り、その気持ちを受け止めるとともに、保育士等が仲立ちとなって、友達の気持ちや友達との関わ
り方を丁寧に伝えていくこと。 

 

   オ  情緒の安定を図りながら、子どもの自発的な活動を促していくこと。 

      子どもは気持ちが安定すると、好奇心が広がり、新たに気付いたことや、自分で成し遂げたことを伝えようと保育士等に働き 

     かけます。このような子どもの姿を十分に認め、共感を示していくことが、子どもの自発的な活動を支えます。子どもが安心感、
安定感を得て、身近な環境に自ら働きかけ、好きな遊びに熱中したり、やりたいことを繰り返し行うことは、主体的に生きてい 

 く基盤となります。 
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第４章 保育の計画及び評価 

 １ 保育の計画 

  エ 小学校との連携 

   （ア）子どもの生活や発達の連続性を踏まえ、保育の内容の工夫を図るとともに、就学に向けて、保育所の子どもと小学校の児童と 

     の交流、職員同士の交流、情報共有や相互理解など小学校との積極的な連携を図るよう配慮すること。 

 

第６章 保護者に対する支援 

 保育所における保護者への支援は、保育士等の業務であり、その専門性を生かした子育て支援の役割は、特に重要なものである。 

保育所は、第１章(総則)に示されているように、その特性を生かし、保育所に入所する子どもの保護者に対する支援及び地域の子育    
て家庭への支援について、職員間の連携を図りながら、次の事項に留意して、積極的に取り組むことが求められる。 

 

 ３ 地域における子育て支援 

  (１) 保育所は、児童福祉法第48条の3の規定に基づき、その行う保育に支障がない限りにおいて、地域の実情や当該保育所の体制 

   等を踏まえ、次に掲げるような地域の保護者等に対する子育て支援を積極的に行うよう努めること。 

   ア 地域の子育ての拠点としての機能 

    (ア) 子育て家庭への保育所機能の開放(施設及び設備の開放、体験保育等) 

(イ) 子育て等に関する相談や援助の実施 

(ウ) 子育て家庭の交流の場の提供及び交流の促進 

(エ) 地域の子育て支援に関する情報の提供 

   イ 一時保育 

  (２) 市町村の支援を得て、地域の関係機関、団体等との積極的な連携及び協力を図るとともに、子育て支援に関わる地域の人材の 

   積極的な活用を図るよう努めること。 

  (３) 地域の要保護児童への対応など、地域の子どもをめぐる諸課題に対し、要保護児童対策地域協議会など関係機関等と連携、協 

   力して取り組むよう努めること。 

 

第７章 職員の資質向上 

  第１章（総則）から前章（保護者に対する支援）までに示された事項を踏まえ、保育所は、質の高い保育を展開するため、絶えず、一 

人一人の職員についての資質向上及び職員全体の専門性の向上を図るよう努めなければならない。 

 

 


